
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 その他 一般財源

障がい者福祉事業 3,070,282 1,174,482 702,304 4,519 1,188,977 180,032

304,154 886 100,308 14,693 188,267 28,507

5,674,638 2,448,248 841,327 365,140 2,019,923 305,850

102,462 8,235 45,009 140 49,078 7,431

1,363,110 1,022,332 18,577 0 322,201 48,787

95,978 37,183 6,233 4,729 47,833 7,242

小計 10,610,624 4,691,366 1,713,758 389,221 3,816,279 577,849

介護保険事業特別会計 1,197,551 34,690 17,345 0 1,145,516 173,450

422,614 77,767 239,192 0 105,655 15,998

1,267,846 988 212,984 0 1,053,874 159,575

小計 2,888,011 113,445 469,521 0 2,305,045 349,023

917,911 0 0 0 917,911 138,987

647,738 14,924 4,172 97,055 531,587 80,492

180,986 789 1,251 2,176 176,770 26,767

小計 1,746,635 15,713 5,423 99,231 1,626,268 246,246

15,245,270 4,820,524 2,188,702 488,452 7,747,592 1,173,118合計

保
健
衛
生

病院事業会計繰出金

疾病予防事業

その他保健衛生事業

母子福祉事業

生活保護扶助事業

その他の社会福祉事業

社
会
保
険

国民健康保険事業特別会計

その他の社会保険事業

社
会
福
祉

高齢者福祉事業

児童福祉事業

　 平成26年4月1日より消費税率が5％から8％、令和元年10月1日より8％から10％に引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収分につ
いては、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てることとされています。
　 下表のとおり、本市の社会保障施策への充当状況について公表します。

　　◆令和４年度予算における社会保障施策への充当額　１１億７，３１１万８千円

消費税引上げ分に係る地方消費税交付金の使途（令和４年度当初予算）

事業名 事業費
財源内訳 一般財源のうち地方消費税交

付金（社会保障財源化分）


